
 

 

国民健康保険制度等に関する提言 
 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営を図るため、国は、次の事

項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．医療保険制度改革について 

（１）厳しい財政運営を強いられている国保について、財政支援制度の拡充により財

政基盤を強化するため、消費税引上げによる保険者への財政支援の拡充 1,700 億

円とあわせ、平成 29 年度からの後期高齢者支援金への全面総報酬割導入による

更なる国費 1,700 億円の投入を確実に実施すること。 

（２）今後も医療費の増加が見込まれることから、国による財政支援を拡充し、更な

る国保財政基盤の強化を図ること。 

   また、将来にわたり安定的で持続可能な制度とするため、すべての国民を対象

とする医療保険制度の一本化に向け、抜本改革を実施すること。 

（３）新たな制度の詳細について、国保基盤強化協議会等において引き続き十分協議

し、都市自治体の意見を反映すること。 

   特に、都道府県と市町村の役割分担、国保事業費納付金及び標準保険料率の算

定方法、市町村の事務の効率化等については、都市自治体の意見を十分尊重する

こと。 

（４）新たな制度による運営体制の効率化・標準化・広域化を円滑かつ迅速に確立す

るため、国民健康保険運営方針のガイドラインにおいて、市町村の事務の効率化

等の目標年度や都道府県の役割を明確に示すこと。 

（５）保険者努力支援制度について、医療費の推移や一人当たり医療費の伸び率、医

療提供体制等を勘案するとともに、医療費適正化に向けた都市自治体独自の取組

みが継続できる仕組みとすること。 

（６）新たな制度の施行に際しては、被保険者の保険料（税）負担が急激に増えるこ

とのないよう必要な措置を講じること。 

（７）新たな制度の施行に際しては、被保険者や現場に混乱を招かないよう、国によ

る周知、施行に向けた工程の提示、早期の国保運営方針ガイドライン策定、政令

改正、十分な準備・広報期間の設定、速やかな情報提供を行うこと。 

（８）医療保険制度改革に伴い、市町村の負担増は決して招かないよう、国の責任に

おいて万全の対策を講じること。 



 

 

   特に、新たな制度の発足に伴って発生・波及するシステム経費等については、

超過負担を招かないよう必要な額を確実に確保すること。 

   また、新たなシステム設計については、新制度が円滑に運用できるよう、都市

自治体の意見を十分に踏まえ、国の責任において構築するとともに、十分な準

備・検証期間を確保すること。 

 

２．国民健康保険制度について 

（１）新制度に移行するまでの間、国保の安定的かつ持続的運営ができるよう、都道

府県と市町村の適切な役割分担のもと国保の広域化を推進するとともに、国庫負

担割合の引上げなど国保財政基盤の拡充・強化を図り、国の責任と負担において、

実効ある措置を講じること。 

   特に、低所得者層に対する負担軽減策を拡充・強化するとともに、低所得者を

多く抱える保険者への支援を強化すること。 

（２）我が国の人口減少社会に対応するため、現在、ほとんどの自治体が実施してい

る子どもの医療費助成制度等地方単独事業は、本来国が全国一律に行うべきもの

である。それにもかかわらず、同事業を実施している市町村に対し、ペナルティ

ーとして療養給付費負担金及び普通調整交付金の減額措置を講じることは、地方

にのみ責任を負わせる極めて不合理な措置であることから、同措置を廃止するこ

と。 

（３）子育て世帯の負担軽減を図るため、子どもに係る均等割保険料を軽減する支援

制度を創設すること。 

（４）療養給付費負担金について、交付額が減少することのないよう、算定方法を見

直すこと。 

（５）保険財政共同安定化事業について、拠出超過に転じる保険者に対し適切な財政

措置を講じること。 

（６）前期高齢者財政調整制度による被用者保険等からの交付金について、交付額精

算が２年後とされている制度を見直し、各年度の医療費負担額に見合う額との乖

離を解消すること。 

（７）退職者医療制度の終了に伴って生じる国保保険者の財政負担について、支援策

を講じること。 

（８）制度改正に当たっては、電算システムの改修経費等の都市自治体の負担増に配

慮し、必要な財政措置を講じるとともに、政省令等について早期に情報提供する



 

 

こと。 

（９）特定健康診査・特定保健指導について 

  ① 国保に義務付けられている特定健康診査・特定保健指導については、地域の

実態を踏まえ適切に実施できるよう、保健師の確保やシステムの整備等に係る

財政措置をはじめ十分な支援策を講じること。 

    また、事業主健診の結果を保険者へ送付する仕組み等を構築すること。 

  ② 特定健康診査・特定保健指導の受診率向上のため、都市自治体が独自に実施

している取組みについて財政支援措置を講じること。 

また、特定健康診査・特定保健指導における自己負担額に係る医療費控除の

対象を拡充すること。 

  ③ 特定健康診査・特定保健指導の充実等を図るため、検査項目や基準単価等に

ついて、実態に即した見直しを行うこと。 

  ④ 特定健康診査・特定保健指導の実施率等による後期高齢者支援金の加算・減

算措置を速やかに撤廃すること。 

（10）データヘルスを推進するため、医療費適正化の参考となる情報を速やかに提供

するとともに、国保ヘルスアップ事業を継続すること。 

   また、都市自治体が地域における医療及び介護の課題等を的確に把握し、予

防・健康管理等に係る効果的な取組みを行うため、レセプト情報・特定健診等情

報データベース（ＮＤＢ）の円滑な利活用に向け、所要の措置を講じること。 

（11）医療費適正化を推進するため、被保険者や医療機関等へのジェネリック医薬品

の安全性や有効性の周知・啓発を行うなど、実効ある対策を推進すること。 

   また、ジェネリック医薬品の普及促進に取り組む保険者への支援を強化するこ

と。 

（12）被保険者間の負担の公平を確保するため、連帯納税義務など実効ある保険料（税）

徴収対策を講じること。 

（13）精神・結核の保険優先化等に伴う国保財政の負担増について、必要な財政措置

を講じること。 

（14）葬祭費に対する財政措置を講じること。 

（15）国保連を経由して行われる保険者間調整について、すべての医療保険者への普

及を推進するため、必要な支援を行うこと。 

 

３．後期高齢者医療制度について 



 

 

（１）後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、保険料の上昇を抑制する措置を

引き続き継続するとともに、国の責任において十分な財政措置を講じること。 

（２）保険料軽減措置の見直しに当たっては、被保険者の負担感に十分配慮すること。 

   また、被保険者や現場に混乱を招かないよう、十分な準備期間の設定や速やか

な情報提供を行うとともに、システム整備に対する十分な財政措置を講じること。 

   さらに、その実施に当たっては、国において積極的かつ主体的に広報を行うと

ともに、都市自治体が行う広報・相談業務に対する十分な支援を行うこと。 

（３）広域連合内での住所移動等、住所地特例制度の対象とならない場合について、

市町村間の財政負担の不均衡が生じないよう財政調整の仕組みを構築すること。 

（４）特別徴収の対象とならない被保険者について、被保険者の希望に応じて特別徴

収を可能とすること。 

（５）健康診査の充実を図るため、検査項目について見直しを行うこと。 

 

４．東日本大震災関係について 

（１）被災地の保険者が震災の影響による保険財政の逼迫を招くことなく、円滑かつ

健全な制度運営ができるよう、必要かつ十分な財政措置を講じること。 

（２）被災者の生活再建を支援する国民健康保険及び後期高齢者医療制度の一部負担

金等免除措置について、国の責任において全額財政支援措置を講じるとともに、

平成 24年 10月以降の自治体負担分についても遡及して全額補填を実施すること。 

  


